
　当金庫は、「金融商品の販売等に関する法律」に基づき、金融商品の販売等に際しては、次の事項を遵守し、勧誘の
適正の確保を図るものとします。

当金庫の金融商品に係る勧誘方針

１. 当金庫は、お客さまの資産運用目的、知識、経験および財産の状況に照らして、適正な情報の提供と商品説明をいたします。
２．金融商品の選択･ご購入は、お客さまご自身の判断によってお決めいただきます。その際、当金庫は、お客さまに適正な判断をして

いただくため、当該商品の重要事項について説明いたします。
３．当金庫は、誠実・公正な勧誘を心掛け、お客さまに対し事実と異なる説明をしたり、誤解を招くことのないよう、研修を通じて知識

の向上に努めます。
４．当金庫は、お客さまにとって不都合な時間帯や迷惑な場所での勧誘は行いません。
５．金融商品の販売等に係る勧誘について、ご意見やお気づきの点がございましたら、窓口までお問合わせください。

　当金庫は、経営理念・経営方針のもと、お客さまの資産形成および資産運用に関する業務において、お客さまの最善の
利益を追求し、お客さまの家計の長期・安定的な資産形成をサポートするため、以下の基本方針に基づき、お客さま本位
の業務運営に取り組んでまいります。

１．お客さまの家計の長期・安定的な資産形成に適う商品・サービスの充実に努めます。
２．お客さまのライフプランやニーズに応じた最適な商品・サービスをご提案します。
３．商品・サービスのご提案にあたって、適切な情報をわかりやすくご説明いたします。
４．お客さまとの利益相反管理を徹底いたします。
５．お客さま本位の業務運営の実現・定着に向けて、人材育成や態勢整備に努めます。

お客さま本位の業務運営にかかる基本方針

　当金庫は、信用金庫法および金融商品取引法等を踏まえ、お客さまとの取引にあたり、本方針および当金庫が定める
庫内規定に基づき、お客さまの利益が不当に害されるおそれのある取引を適切に管理（以下「利益相反管理」といいま
す。）し、もってお客さまの利益を保護するとともに、お客さまからの信頼を向上させるため、次の事項を遵守いたします。
１．当金庫は、当金庫がお客さまと行う取引を対象として利益相反管理を行います。
２．当金庫は、以下に定める取引を利益相反管理の対象とします。

（1）次に掲げる取引のうち、お客さまの利益が不当に害されるおそれのある取引
①当金庫が契約等に基づく関係を有するお客さまと行う取引
②当金庫が契約等に基づく関係を有するお客さまと対立または競合する相手と行う取引
③当金庫が契約等に基づく関係を有するお客さまから得た情報を不当に利用して行う取引

（2）①から③のほかお客さまの利益が不当に害されるおそれのある取引
３．当金庫は、利益相反管理の対象となる取引について、次に掲げる方法その他の方法を選択し、またこれらを組み合

わせることにより管理します。
①対象取引を行う部門とお客さまとの取引を行う部門を分離する方法
②対象取引またはお客さまとの取引の条件または方法を変更する方法
③対象取引またはお客さまとの取引を中止する方法
④対象取引に伴い、お客さまの利益が不当に害されるおそれがあることについて、お客さまに適切に開示する方法

４．当金庫は、営業部門から独立した管理部署の設置および責任者の配置を行い、利益相反のおそれのある取引の特
定および利益相反管理を一元的に行います。

　 また、当金庫は、利益相反管理について定められた法令および庫内規程等を遵守するため、役職員等を対象に教
育・研修等を行います。

５．当金庫は、利益相反管理態勢の適切性および有効性について定期的に検証します。

利益相反管理方針
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業務の適正を確保するための体制および運用状況の概要

　当金庫は、信用金庫法第 36条第 5項及び同法施行規則第 23条に定める、理事の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する
ための体制、当金庫の業務の適正を確保するための体制（いわゆる「内部統制システム」）の整備として「内部管理基本方針」を理事会で決
議しています。
　「内部管理基本方針」およびその運用状況の概要は、以下のとおりです。

①　当金庫グループの役職員の業務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　ア�．「結城信用金庫行動綱領」及び「コンプライアンス規程」を定めるとともに、役職員が遵守すべき法令の解説、違法行為に対する対処

方法等を示した「コンプライアンス・マニュアル」および実践計画を記した「コンプライアンス・プログラム」を策定し、毎年度、継続
してコンプライアンスの徹底を図っています。

　イ�．コンプライアンスの実効性を確保するため、コンプライアンス統括部署として「リスク統括部」を設置しています。その他、各業務部
門及び営業店に「コンプライアンス担当者」を配置し、コンプライアンス体制を整備するとともに、コンプライアンス全般にわたる諸問
題の協議等を確保するため、コンプライアンス担当者会議を設け、当年度に 2回開催しました。

　　�　また、公益通報者保護の観点から、役職員の法令違反等の通報を直接コンプライアンス統括部門の担当者に行うことができるコンプラ
イアンス相談窓口（ホットライン）を設置しております。

　ウ�．内部監査部署を監査室とし、監査室は当年度、すべての本部各部及び営業店に対し業務全般に関する監査を実施し、法令等遵守態勢の
有効性、適切性等の監査を行い、監査結果を理事会、常勤理事会及び監事に報告するとともに、必要に応じて被監査部門および統括・管
理部門に改善すべき事項の改善を指示し、その実施状況を検証しています。

②　理事の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　�　理事会議事録およびその他の理事の業務執行に係る情報・文書保存・管理は、諸規程に基づき適正に行っています。また、理事及び監事
はこれらの文書を常時閲覧することができます。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　ア�．当金庫は適切な統合的リスク管理を確保するため、「リスク管理規程」をリスク管理の基本規程として定め、リスクカテゴリ毎に管理

要領を策定しております。
　イ�．当金庫全体のリスクを一元管理する「リスク統括部門」を設置し、リスクカテゴリ毎の主管部門を定め、リスク管理の実効性および相

互牽制機能を確保しております。これらのリスク管理の状況については定期的に理事会、常勤理事会に報告しています。また、ALM委
員会では収益管理と資産・負債の状況を所掌し、当年度に 15回開催しております。

　ウ�．各種災害・犯罪・システム障害等の正常な業務活動に支障を及ぼす事態の発生、またはその恐れのある場合はコンティンジェンシー・
プラン発動に従うこととしております。これらの対応に備え、各事態を想定した訓練を定期的に実施しております。

④　理事の業務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　ア�．当金庫は「理事会」とその委任を受けた審議・決定機関である「常勤理事会」を一体化した意思決定・監督機関と位置づけ、それぞれ

の運営および付議事項等は「理事会規程」「常勤理事会規程」に定めています。
　イ�．理事会は経営方針、経営計画、業務・態勢に係る基本方針を定め、業務執行に関する重要事項を決定するほか、各理事の執行状況を監

督しております。当年度は 10回開催され、各担当理事は事業計画の執行状況を定期的に理事会に報告しています。
　ウ�．常勤理事会は当年度に 55回開催され、理事会決議に沿った具体的な施策等を決議し、効率的な業務執行を図っています。

⑤　当金庫グループにおける業務の適切性を確保するための体制
　ア�．当金庫グループ等が行う業務の法令等遵守、顧客保護等及びリスク管理の観点から適切なものとなるよう、取締役、監査役を当金庫の

理事が兼務しています。当年度は取締役会を 3回開催しました。
　イ�．当金庫と当金庫グループ等との取引が弊害防止措置等の遵守やアームズ・レングス・ルールの遵守の観点から適切なものとなるようコ

ンプライアンス統括部門（リスク統括部内に配置）や内部監査部門（監査室）によるモニタリングを必要に応じて実施しています。
　ウ�．監事及び監査部門（監査室）による当金庫グループの業務について適切に監査を実施しました。（当年度監査を 6回実施）
　　　※�グループ子会社である「ユーシンビジネスサービス（株）」は令和 2年９月に解散し、現在、子会社及び関連会社はありません。以

降の監査等の実施もありません。

⑥　監事がその職務を補助すべき職員を置くことを求めた場合における当該職員に関する事項
　　監事の職務執行に係る所要の事務は常勤監事が自ら行っています。

⑦　監事の職務を補助すべき職員の理事からの独立性に関する事項
　　監事の職務執行に係る所要の事務は常勤監事が自ら行っています。

⑧　当金庫グループの役職員が監事に報告をするための体制、その他の監事への報告に関する体制
　ア�．監事は理事会に出席するとともに常勤監事は常勤理事会・常務会・各種委員会への出席及び各種文書の閲覧等により、理事及び職員か

らの報告を受けています。また、その他コンプライアンス上重要な事項についても事態確認後直ちに監事に報告する体制となっています。
　イ．監事は年間計画に沿った監査を実施しています。監事から求められた必要事項について、理事および職員は適正に報告を行っています。

⑨　その他監事の監査が実効的に行われていることを確保するための体制
　ア�．監事は職務を適切に遂行するため、理事、会計監査人、内部監査部門（監査室）、コンプライアンス統括部門（リスク統括部）の管理者、

グループ子会社の取締役等との緊密な連携を図っております。
　　　※グループ子会社である「ユーシンビジネスサービス（株）」は令和 2年９月に解散し、現在、グループ子会社はありません。
　イ�．実効的な監事監査を図るため、当年度に監事と代表理事による意見交換を行い、また、各部署担当理事から業務執行状況の報告を行い

ました。また、常勤監事は会計監査人による監査に常時同席し、適切な情報交換を行っています。




